
 

 

 

【 第１章 グループホームの利用者 】 

 

 

１ 障害者がグループホームを利用するためには 

①障害者がグループホームを利用するためには、まず居住地の区市町村（実施機関

（※））の窓口に申請し、障害支援区分（※）について認定を受けます（障害の状

況によっては、障害支援区分の認定が不要な場合もあります。）。 

②その際、利用予定障害者は、「特定相談支援事業者（計画相談事業者）」（※）が作

成した「サービス等利用計画案」（※）を区市町村に提出します。 

③区市町村は、これら計画案や勘案すべき事項をふまえ、グループホームの支給決

定をします。 

⇒ここで決定される「支給決定」というのは、「○○グループホームを利用する  

こと」までを決定するものではありません。支給決定を受けてどこのグループ

ホームを利用するかは、あくまで障害者本人が選択して決めるものであり、選

択したグループホームの運営事業者と契約を交わすことで、初めて当該グルー

プホームの利用を開始することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 関連用語説明 

 

○  実施機関 

支給決定をした区市町村のことを指します。グループホームの報酬（訓練等給

付及び都加算）の請求に係る審査も行います。 

 

○  障害支援区分 

障害支援区分は、障害の多様な特性その他心身の状態に応じて必要とされる標

準的な支援の度合を総合的に示すものです。「区分なし」から「区分６」まであり、

高い数値ほど支援の必要性が高いことを意味します。 

 

区市町村窓口へ 

相談・申請 
障害支援区分の認定 

サービス等利用計画

案の提出 

支給決定 
グループホーム事業

者との利用契約 

サービスの

利用開始 

 

 

 

○ 特定相談支援事業者 

    障害者（児）が障害福祉サービス（グループホーム等）の支給決定を区市町村

から受けるに当たり、提出が必要なサービス等利用計画を作成する事業者のこと。 

 

○ サービス等利用計画 

障害福祉サービス等の利用を希望する障害者（児）の自立した生活を支え、抱

える課題の解決や適切なサービス利用について検討・作成される総合的な支援計

画を指します。サービス等利用計画には、相談支援事業所の相談支援専門員が作

成するものの他、障害者又は障害児の保護者など相談支援事業所以外の者が作成

する計画（セルフプラン）もあります。グループホーム事業者が作成をしなけれ

ばならない「個別支援計画」は、グループホームにおける支援計画であり、サー

ビス等利用計画（又はセルフプラン）とは異なります。 

 

○  居住地特例 

障害福祉サービス事業を利用するためには、当該障害者の「居住地」である区

市町村に支給申請をするのが原則です。しかし、グループホームや障害者支援施

設等の所在地の支給決定等事務及び費用負担が過大とならないよう、居住地原則

の例外として、グループホームや障害者支援施設等に入居・入所している利用者

については、入居・入所する前に居住地を有していた区市町村を支給決定等及び

給付の実施主体とする特例があります（当分の間の経過措置）。 

 

○  障害者総合支援法で定める基準（以下「基準」という。） 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障

害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年９月２

９日厚生労働省令第171号）  

 

○  都道府県の条例で定める基準（以下「条例」という。） 

東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する条例（平

成２４年１２月１３日東京都条例第１５５号） 

 

 

２ 利用者入居の際にやるべきこと 

①  利用者の状況確認（基準第210条の2・3・５、条例第197条の3・4・６） 

   支給決定を受けると、受給者証が発行されます。事業者は、利用者の受給者証で

支給決定の有無や有効期限などを確認しましょう。また、実施主体や計画相談事

業者等と連携しつつ、他の障害福祉サービスの利用状況や、保健医療サービスの

利用状況なども併せて確認することが重要です。さらに、より利用者の状況に合

った支援ができるように、利用者の心身の状況、生活歴、病歴、親族・後見人等も

把握するように努めてください。 
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   東京都障害者サービス情報にフェースシート、アセスメントシートの様式例を

掲載しています。主たる対象者により様式例を使いやすいように加工し、支援の

ための基礎資料として役立ててください。 

   なお、アセスメントは入居の際に一度行って終わるものではありません。支援

をしていく中で分かってきた特徴、傾向、表出されづらい思いなどの情報を絶え

ず更新し、支援者で共有してよりよい支援を目指していく必要があります。 

 

意思決定支援の推進                        意思決定支援の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

②  個別支援計画の作成（基準第58条、条例第10条・第54条） 

   サービス管理責任者は、利用者及びその家族の意向、適性、障害の特性その他の

事情を踏まえ、利用者が充実した日常生活を営むことができるよう、個別支援計

画を作成しなければなりません。その際には、利用者の希望・ニーズを引き出して

到達目標を設定し、利用者ができることや強みに着目しながら、どのように支援

をすれば目指している生活を実現できるか考えて計画に反映させる必要がありま

す。支援者側の経験や価値観をもとに支援方法を決めつけたり、障害種別や疾病

で決めつけて、決まりきった方法で支援が行われることが無いように心掛けまし

ょう。 

サービス管理責任者が個別支援計画を作成する際には、利用者に対する面接等に

よるアセスメント及び支援内容の検討を行い、個別支援計画の原案を作成します。

この原案には共同生活援助だけでなく、他の福祉サービス等との連携も含めるよう

努めなければなりません。作成した原案は、利用者のサービスの提供に当たる担当

者を招集して行う会議にて意見を求めるとともに、利用者及びその家族に対して説

明し、文書により利用者の同意を得ます。 

〇意思決定支援ガイドライン 

事業者は、利用者が自立した日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、利用者の

意思決定の支援に配慮するよう努めなければ

なりません。「障害福祉サービス等の提供に係

る意思決定支援ガイドライン」に則り、適切に

対応してください。厚生労働省ウェブサイト＞ 

:https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12200000-

Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu/0000159854.pdf 

〇障害者本人参加の原則 

サービス担当者会議及び個別支援会議につ

いて、本人の心身の状況等によりやむを得な

い場合を除き、障害者本人の参加を原則とし、

会議において本人の意向等を確認する必要が

あります。 
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意思決定が必要な場面 
（サービスの選択、居住の場の選択等） 

本人が自ら意思決定できるよう支援 

意思決定支援責任者の専任とアセスメント 
（相談支援専門員、 
サービス管理責任者 

 

意思決定支援会議の開催 
（サービス担当者会議・個別支援会議 

と兼ねて開催可） 

意思決定の結果を反映した 
サービス等利用計画・個別支援計画の作成と 

サービスの提供、支援結果等の記録 
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自ら意思決定することが困難な場合 

 

 

 

作成した個別支援計画は、利用者へのサービス提供を開始する前までに、利用者

や家族に書面で交付し、その内容を説明し、了承を得なければなりません。 

また、相談支援事業所にも交付する必要があります。 

当然のことながら、日々の支援は、個別支援計画に沿って行い、定期的に結果を

振り返る必要があります。そのため、個別支援計画は、少なくとも６ヶ月に１回以

上モニタリングを実施し、内容を見直すことが義務付けられています。見直しの際

は、単なる「焼き直し」にならないよう、これまでの支援結果や見えてきた課題等

を踏まえて作成してください。 

グループホームの支援内容は主に、健康管理、食事管理、金銭管理などが考えら

れますが、可能な限り支援者側の都合による管理的な支援とならないように注意

する必要があります。利用者の自立を促すという観点から、支援を最小限に止める

ことが利用者の希望する生活につながるケースもあるかと思われます。一人一人

できることが異なるからこそ、その人にあった個別
、、

支援計画を作成しなければな

りません。計画には当該利用者の支援のあり方･考え方を具体的に記載して、全て

の支援者が共通の意識をもって支援を行っていくことが重要です。 

   なお、個別支援計画については、施錠できる場所で、かつ利用者から求めがあっ

た場合など必要な際には遅滞なく提示・確認できる場所に保管してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 入居説明、重要事項説明書、契約書 

   グループホーム事業者は、適切なサービスを提供するため、入居前にあらかじ

め、利用申込者に対し、当該グループホーム事業所の運営規程の概要、従業者の勤

※平成３０年度 サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者指導者養成研修（厚生労働省主催） 資料より抜粋 
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務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制などの重要事項について、文書（契約

書）にて説明を行い、利用申込者の同意を得なければなりません。説明に当たって

は、パンフレットや説明書等により利用者の障害特性に配慮するようにしてくだ

さい。特に、利用者から受け取る利用者負担額や預り金の管理については、利用者

にご理解・ご納得いただけるよう丁寧に説明する必要があります。 

   なお、グループホーム事業の運営が初めての場合、開設前までに契約書や重要

事項説明書の案を確認させていただくことがあります。 

※ 契約書等の様式については、東京都障害者サービス情報書式ライブラリーを参照 

  

④ 提供拒否の禁止（基準第１１条、条例第１５条） 

   事業者は、正当な理由無く利用希望者の入居を拒むことはできません。正当な

理由とは、以下のようなものです。 

・当該事業所の現員からは利用申込みに応じきれない場合 

・当該事業所の運営規定において主たる対象とする障害の種別を定めている場 

 合であって、これに該当しない者から利用申込みがあった場合、その他利用申

込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難な場合 

・入院治療が必要な場合 

 

 

３ 入居者の生活 

   グループホームは、利用者が地域において共同して自立した日常生活又は社会

生活を営むことができるよう支援することが事業の目的です。つまり、利用者の

希望に沿って「できる」ことを増やし、自立を促進するような支援が求められてお

り、決して、グループホーム運営事業者が管理的であってはなりません。他の利用

者と共同生活を送ることになるため、最低限のきまりや制約(食事の提供時間や就

寝時間など)は必要であると考えられますが、一方的に決めつけることなく、可能

な限り一人一人の特性に沿った方法で生活を支えられるように工夫していくこと

が大切です。 

また、グループホームは、家庭的な雰囲気の下、地域の中で暮らすことを事業の

理念としています。そのため、支援者は、利用者の自立を支援する者であると同時

に、利用者とともに生活をする「家族」としての役割も担っているとも言えます。

グループホームでの生活は、「利用者だけ」でも「支援者だけ」でもなく、利用者

と支援者が一緒になって作り上げていく必要があります。 

ただし、グループホームはあくまでもグループホーム利用者の住まいです。世話

人等の職員はグループホームでの勤務中、自宅にいるかのように過ごすことのな

いように注意してください。世話人・生活支援員は、一定の緊張感を保って、あく

までグループホームという職場で支援を行う者であるという意識を忘れないよう

に心がけましょう。 

 

 

 

①  共同生活と支援 

「できる」ことを増やし、自立を促進するという観点から、利用者個人に関する

事項（私物管理、居室の清潔保持や整理整頓、各種手続き、就労先等の外部との調

整等）は、可能な限り利用者が自ら行うことが望ましいと考えられます。それらが

十分に行えない利用者に対しては、ただ単に支援者が代行するのではなく、なぜ十

分に行えないのかを検証し、自分の力で行えるよう支援する必要がないかをよく

検討することが重要です。また、共用部分(居間、食堂、玄関、廊下、台所、洗面

所、浴室等)については、利用者同士又は利用者と支援者が話し合い当番を決める

など、共同して自立した生活を営むことができるような工夫が必要です。   

当然のことながら、利用者によって生活習慣や能力、目指す生活等が異なるので、

どのように支援を行うのが適切であるかについては、個別支援計画の策定・見直し

や職員会議の実施などで適宜検討してください。 

時には、だれとも関わろうとしなかったり、支援を拒否したりする利用者もいる

ことと思います。しかし、表面的な行動をそのまま受け取って支援をやめるのでは

なく、利用者と話せる関係性を作っていき、望んでいる生活はどういうものか、そ

れを維持するのに本当に何も支援は必要ないのかなどを掘り下げていくことが重

要になります。小規模かつ家庭的な地域生活の場であるグループホームだからこそ

できる「良い支援」を追求していくことが大切です。 

 

②  日中の活動について 

   グループホームの利用者は、原則として生活介護や就労継続支援等の日中活動

事業所を利用している、あるいは一般就労をしている方を想定しています。日中

どこにも行かず、ただ単に住んでいるというだけでは、利用者本人の生活が無味

乾燥なものになり、孤独に陥ることも考えられます。基本的に日中以外の活動を

支援するグループホーム事業者として、利用者の日中活動に係る状況把握等は大

切なことであり、日中まったく活動をしていない利用者については、実施主体や

計画相談事業者等関係機関と連携・相談し、新たな日中活動先の情報収集や地域

のサークルへの参加促進等、利用者のＱＯＬ（クオリティーオブライフ）を高める

ように努めてください。 

また、休日の日中については、必要に応じて、グループホーム事業者が利用者

個々にあった余暇の過ごし方の提案、地域のイベントに関する情報提供や旅行の

企画など、利用者それぞれがその人らしく充実した余暇を過ごすことができるよ

う支援することが望まれます。 

 

③  緊急時・世話人不在時 

 緊急事態が起こったときのために、緊急連絡先は事前に利用者に周知の上、グル

ープホーム内に掲示しておく必要があります。しかし、利用者によっては緊急の連

絡を行うことが容易でない場合もあるため、入居後なるべく早い時期と、その後定
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期的に、誰に、どのようにして連絡を取るかについて確認・訓練を行っておくこと

が重要です。 

また、世話人等が不在になる際は、当該状況について法人内で情報の共有を図っ

たりバックアップ施設に状況を知らせたりするなどの対応が望まれます。 

 

④ 男女別の支援について 

   同じ住居の利用者を同性で統一しなければならないという基準はありませんが、

異性の利用者が同じ住居に住むことによりトラブルが起きる可能性があります。

グループホーム事業者は、個別支援計画や必要な職員配置等対応について十分検

討し、トラブルが起きないような配慮が必要です。また、入浴や排せつの介助が必

要な利用者に対する支援については、同性介助であることが望まれます。 

 

４ 入居者の負担について（基準第210条の４、条例第197条の5） 

①  備品に係る負担 

 〇 居室に必要な備品は、収納設備を除き、原則利用者が用意するものとします。

※カーテンやカーペットは、利用者居室であっても防炎とする必要があります。 

 〇 洗濯機、冷蔵庫、テレビ、食器棚、ガス台等日常生活を送る上で必要な共用備

品については、原則事業者の負担で用意する必要があります。 

 

②  利用者負担額 

   グループホームの利用には、所得等に応じて設定された負担上限月額内での利

用者負担があります。事業者は、利用者から利用者負担額の支払いを受けます。 

   なお、サービス提供に要する費用は、国の定める基準により算定し、算定額か

ら利用者負担額を控除した額が、訓練等給付費（国報酬）として、事業者に支払

われます。（国報酬を事業者が受けることを「法定代理受領」と言います。） 

 

③  その他利用者からの受領が可能な費用 

 

 

事業者は、②のほか、これらの５つの費用について利用者から実費相当分を徴

収することができます。事前に定額を徴収する場合、適切に管理するとともに、

期間等を定めて精算を行い、残額を利用者へ返還します。 

これらの支払を求める場合は、以下の対応が必要となります。 

・あらかじめ運営規程にその費用の種類と額を定めて、見やすい場所に掲示。 

・利用者（場合によってはその家族）に対し、費用についての説明を十分に行

い、同意を得る。 

・費用の支払いを受けた事業者は、利用者に対して領収書を交付する。 

食材料費 家賃 光熱水費 日用品費 その他日常生活費 
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利用者からの費用徴収については、多くのトラブルが発生しています。 

・不明瞭な精算 

・支援者による横領 

・支援者個人のポイントカードへのポイント付与 等 

 

記帳の徹底や複数管理体制の構築、鍵付きキャビネットへの保管等、細心の注

意を払って確認・対応してください。 

体験利用に関わる利用者については、利用日数に合わせて按分する等の方法に

より、適切な額の支払を受けてください。 

 

 ・食材料費  

食事提供に係る人件費は食材料費に含めてはいけません。また、食材料費につ

いては実費徴収でなければならず、先に食材料費を徴収する場合は、定期的に精

算が必要です（都が示しているモデル契約書においては、3か月に１回の頻度と

しています。）。「実費」については、以下のとおり、その月の食材料費総額や食

数をもとに計算することが望まれます。 

食材料費の取り扱いについては、東京都障害者グループホーム説明会資料６

「障害者グループホームにおける食材料費の取扱い等について」（令和５年１１

月１日付５福祉障地第３６２号）も併せてご確認ください。 

なお、食事提供が不要なグループホームにおいては、食材料費を徴収する必要

はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実費計算例】 

★前提…食材費の割合を「朝食：夕食＝１：２」と設定したとする。 

＜計算条件ア＞利用者Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄが入居 

＜計算条件イ＞○月分の食材費の総額が７５，０００円 

＜計算条件ウ＞朝食をとった回数：Ａ３０食、Ｂ３０食、Ｃ２０食、Ｄ２０食 

＜計算条件エ＞夕食をとった回数：Ａ３０食、Ｂ２０食、Ｃ２０食、Ｄ１０食 

 

◆計算◆ 

①食材費総額 75,000 円について、朝食と夕食それぞれどれだけかかったか算出 

朝食：75,000 円×1/3＝25,000 円 夕食：75,000 円×2/3＝50,000 円 

②朝食の食数の合計と夕食の食数の合計を算出（条件ウ又はエより） 

朝食：30＋30＋20＋20＝100 食 夕食：30＋20＋20＋10＝80 食 

③朝食及び夕食の一食当たりの食材費（①÷②） 

朝食：25,000 円÷100 食＝250 円 夕食：50,000 円÷80 食＝625 円 

④利用者から徴収する食費（③×条件ウ又はエ） 

Ａ：250 円×30 食＋625 円×30 食＝26,250 円 

Ｂ：250 円×30 食＋625 円×20 食＝20,000 円  （以下Ｃ、Ｄは同様に計算） 
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 ・ 家賃  

家賃の設定については、対外的に合理的な説明ができ、かつ障害者が生活する

上で支障のない実費相当額となるよう、以下計算例を参考に算出してください。 

 

（計算例） 

自己所有物件：物件の取得や修繕に係る費用等÷事業継続期間(※)÷月数÷定員数 

賃借物件  ：契約期間中に支払う家賃額等÷契約期間÷定員数 

(※)事業継続期間とは、税法上の減価償却資産の耐用年数、借入金の返済期間等を想定 

 

事業の継続的運営が可能な範囲において、利用者の収入水準等を考慮した家賃

設定となるようお願いします。 

また、整備費補助金を活用して新築等を行う場合には、少なくとも財産処分制

限期間中は当該事業の継続運営が求められます。具体的には、税法上の減価償却

資産の耐用年数以上の期間又は借入金の返済期間等を、事業継続期間として設定

してください。 

なお、事業継続期間後の家賃については、社会状況や建物・設備等の状況を踏

まえ、改めて設定してください。 

当然ですが、人件費など実費以外の項目を含めることはできません。 

なお、運営規程や契約書等には、補足給付費や家賃助成、施設借上費、生活保

護費（住宅扶助）など公的な助成金等を充当する前の金額を家賃として記載し、

利用者に支払いを求める際に、助成金等は家賃から控除してください。 

    

 ・ 光熱水費  

光熱水費については、建物全体分を定員で按分するなど、適切な設定にしてく

ださい。また、先に光熱水費を徴収する場合は、定期的に精算が必要です。 

なお、アパート形式のグループホームで居室ごとに契約を交わせる場合は、グ

ループホーム事業者を介さず、利用者が直接業者に光熱水費を支払う形式をとっ

ても差し支えありません。 

 

 ・ 日用品費  

ここでいう日用品とは、トイレットペーパー、電球、洗剤等利用者全員が使用

するいわゆる消耗品のことをいいます。どの物品を日用品費として徴収するかに

ついては、利用者との合意が必要です。また、先に日用品費を徴収する場合は、

定期的に精算が必要です。 

 

 ・ その他日常生活費  

その他日常生活費の具体的な範囲は、事業者側で用意する個人用の日用品（歯

ブラシ、化粧品等）、教養娯楽等として日常生活に必要なもの（イベントにおけ

 

 

 

る材料費など）、送迎に係る費用（ガソリン代などの実費相当）が想定されてい

て、いずれも利用者の個別の希望によるものの実費相当分に限られます。よって、

以下は対象となりません。 

 

×グループホームが提供すべきサービスと重複関係にあるもの 

×費用の内訳が分からないなど、あいまいな名目のもの（施設利用料など）  

×利用者に対して一律に提供するもの（画一的に徴収するもの） 

×嗜好品、贅沢品の購入費用 

 

   上記以外の項目で利用者から金銭の支払いを求められるのは、グループホーム

が提供すべきサービスとは重複しない範囲で、「使途が直接利用者の便益を向上さ

せるもの」かつ「当該利用者に支払いを求めることが適当であるもの」に限られま

す。また、その際には、使途及び額並びに利用者に金銭の支払いを求める理由につ

いて、書面を用いて十分に説明するとともに、同意を得なければなりません。 

   なお、近頃、賃貸物件を使っている通過型グループホームなどの利用者から、

「退去時の原状回復費用（実費により精算）」について、精算時にほとんど戻って

こなかったという苦情が増えています。原状回復とは、通常の使用による経年劣

化とは言えない変化があったものを元に戻すことであり、その費用負担について

は「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン（再改定版）」（平成23年8月国土

交通省住宅局）及び「賃貸住宅トラブル防止ガイドライン（令和４年１２月東京

都）」を参考にし、適切な額で徴収してください。 

 

・ 行政手続代行の費用  

行政手続代行費用を利用者から徴収できません。そもそも行政機関に対する手

続等については、事業者が利用者の同意の元、利用者に代わって行うこととなっ

ている（グループホームが提供すべきサービスとなっている）ためです（基準第

211条の２第２項、条例第198条の２第2項）。交通費、印刷費用の実費であれば、

利用者に求めることも差し支えありません。 

 

 

５ 金銭管理について 

   利用者の中には、自身で金銭の管理をすることが難しい方がいます。その場合、

当該利用者の金銭管理について、家族による管理、地域の権利擁護事業や後見人

制度の活用等が考えられます。また、場合によってはグループホーム事業者が利

用者の金銭を管理することもあります。その場合は、グループホーム事業者とし

て金銭の入出金の手続き等を明確にするため、現金、各種預貯金の通帳、キャッシ

ュカード、印鑑及びこれらに係る書類等（以下「預り金等」という）管理規程を定

める必要があります。預り金等管理規程に基づき金銭管理を行う際に、下記のと

おり対応し、不適切な金銭管理が行うことがないよう十分に留意してください。 
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○預り金等を施錠できる金庫に保管するとともに保管方法を工夫すること。 

 （通帳・印鑑・キャッシュカードは別々の金庫で保管し、管理者を別に置く等） 

○管理内容について、管理委託契約書等により、利用者と事業者との間で管理内

容を明確にしておくこと。 

○預り金等の責任者・副責任者を選任するとともに、適切に預り金等の管理が行

われているか複数の職員でチェックできる体制を整えること。 

○預り金等の管理は、個人別の台帳を作成し、定期的に管理者が確認すること。 

 （本人確認のサインをもらうことが望ましい。） 

○預り金の収支は定期的に利用者（又は家族）に報告すること。 

○管理者は、セルフチェックや法人監査、その他方法により、定期的に預り金規

定に基づき適切な処理がされているかを確認すること。 

※ 預り金規程等様式については、東京都障害者サービス情報書式ライブラリー参照 

 

 

６ 服薬管理について 

   利用者が医療機関から処方された薬を処方どおり飲むことができる場合、利

用者自身で薬を管理することが原則です。グループホーム事業者は利用者が処

方どおりに服薬できたか確認を行います（飲み忘れ、錠数の確認等）。 

   ただし、利用者によっては、グループホーム事業者による薬の管理が必要な

場合もあります。その際には、本人・家族・医師等と話し合い、管理方法等の

同意を得る必要があります。    

なお、薬を預かる際には、他の入居者が誤って服用することがないよう鍵の

かかるキャビネット等で適切に管理をしてください。また、複数の薬を預かる

ときには、服用の誤りが生じないように保管の方法を工夫してください。複数

の職員が服薬管理に関わる場合には、薬を区別できるようにし、服用の誤り・

漏れが発生しないようマニュアルを作成するなど共通の認識を持つように徹底

してください。 

 

 

７ 健康管理 

    利用者の中には、自身の体調につき、訴えることが難しい方もいるため、グル

ープホーム事業者は利用者の顔色、食欲、体温等を確認し、日頃の様子との変化

を把握しましょう。   

健康状態の把握のために、あらかじめ入居時に通院・入院、これまでにあった

大きな健康状態・精神状態の変化、服薬の状況等を確認し、これを踏まえ健康の

変化についても記録していく必要があります。 

   食事の側面からは、利用者の栄養バランス・生活習慣病・アレルギーに配慮す 

ると同時に食中毒や感染症対策を徹底していく必要があります。利用者によって

 

 

 

は、食事の制限が必要な方もいますが、医療機関の指示を丁寧に説明し、理解を

得ていくことが大切です。また、利用者が一人暮らしを目標とし、自ら食事の用

意を行っている場合、食事の提供がないグループホームもあります。その場合で

も、利用者に任せきりにはせず、健康に生活できるような食事が作れているかな

ど確認することが必要です。 

   利用者の通院に当たり、病院の行き来が難しい、医師への説明や医師からの 

説明の理解が難しい場合には、親族に相談した上で、グループホーム事業者が同

行します。   

 

 

８ 緊急時の対応（基準第２８条、条例第３２条） 

    利用者の病状の急変が生じた場合等、速やかに協力医療機関や主治医に連絡を

行ってください。そのためにも、下記のとおり体制等を整えてください。 

○緊急時の指揮命令系統や勤務時間帯（昼・夜など）ごとの連絡先を決めてくだ

さい。 

○事前に救急対応マニュアル（施設・医療機関・家族などどこに連絡するか、応

急対応の方法、医療機関職員への説明方法等）を作成してください。 

○救急対応マニュアルは、職員に周知し、定期的に訓練の機会を設けて、活用を

徹底してください。マニュアルは随時見直しを図ってください。 

○主治医と事前に相談（連絡先や状態変化時の想定等）を行うと同時に利用者及

び家族の情報整理（病歴、服薬中の薬等）を行ってください。 

○緊急度、重症度、時間帯を考慮し、適切な搬送手段（救急車、介護タクシー、

施設が有する車両等）の確認を行ってください。 

○応急手当に関する救命講習は日頃から最寄の消防署等と相談の上、職員が受講

できる体制を整えてください。 

○応急手当の備品を用意し、設置場所や使い方など職員に周知し、手当の方法を

マニュアル化しておくようにしてください。 

 

 

9  退去（基準第210条の2・3、条例第197条の3・4） 

    退去をする際の流れや注意事項については、事前に入居者に説明をしておく

必要があります。重要事項説明書などに記載し、利用者と事業者が相互に理解

をしておく必要があります。事業者側の判断で、強制的に退去あるいは入居状

態を継続させることのないように注意してください。 

    また、退去の可能性が出てきた場合には、当該利用者の実施主体や計画相談

支援事業者等関係機関に早めに情報提供するとともに、退去後のことなどにつ

いて相談をしながら進めてください。退去に際しては、相談利用者の希望も踏

まえた上で、退去後の生活環境や援助の継続性に配慮し、関係機関と密接に連
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携しながら進めることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

   障害者が入所施設や病院の外での生活に徐々に慣れていくことにより円滑な地

域移行が可能となるよう、ＧＨへの入居を目的として、入所や入院中の段階から

ＧＨを利用できる「体験利用」という制度があります。また、本制度は、入所や入

院中の障害者だけでなく、家族と同居している障害者でも利用することが可能で

す。 

   ただし、本制度を活用する場合は、通常のグループホーム利用時と同様に実施

主体による支給決定（１回あたり連続３０日以内、年５０日以内の制限有り。）を

受ける必要があります。体験利用の支給決定を受けた利用者が入居した際は、契

約書を取り交わし、他の利用者と同様、個別支援計画に基づき支援をする必要が

あります。 

 

体験利用制度とは 

 

 

 

 

【 第２章 グループホームの運営について 】 

 

 

１ 基本方針 

グループホームの事業は利用者が地域において共同して自立した日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、当該利用者の身体及び精神の状況並びにその

置かれている環境に応じて共同生活住居において入浴、排せつ並びに食事の介助、

相談その他の日常生活上の支援を適切かつ効果的に行うものでなければなりませ

ん。 

 

 

２ 運営規程（基準第211条の３、条例第196条の３） 

グループホームの事業者は事業所の適正な運営及び利用者に対する適切なサー

ビスの提供を確保するために、グループホームの事業所ごとに事業の運営につい

ての重要事項に関する運営規程を定めておかなければなりません。 

 

  ① 事業の目的及び運営の方針 

  ② 従業者の職種、員数及び職務の内容 

  ③ 名称、所在地及び定員 

（ユニットごとの記載も必要。通過型の指定を受けたユニットも明記すること。

また定員には体験利用者も含まれる。） 

  ④ グループホームの内容、利用者から受領する費用の種類及びその額 

（内容とは、利用者に対する相談援助、入浴、排せつ、食事等の介助、健康管

理、金銭管理に係る支援、緊急時の対応、就労先や障害福祉サービス事業者等

との連絡調整等の日常生活を営むうえでの必要な支援をいう。） 

また、体験利用を行う場合はその旨を明記すること。 

  ⑤ 受託居宅介護事業所に係る事項（外部サービス利用型事業所に限る） 

  ⑥ 入居に当たっての留意事項 

  ⑦ 緊急時における対応方法 

  ⑧ 非常災害対策 

⑨ 事業の主たる対象とする障害種別 

（身体障害・知的障害・精神障害・難病等患者など） 

  ⑩ 虐待防止のための措置に関する事項 

（虐待の防止に関する従業者への研修実施、虐待防止委員会の設置、委員会で

の検討結果を従業者に周知徹底、虐待防止担当者の設置等） 

⑪ その他運営に関する重要事項 

  （地域生活支援拠点等である場合はその旨を規定し、拠点等の必要な機能の 

うち、満たす機能を明記すること） 
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３ サービス提供の記録について（基準第５３条の２、条例第５８条） 

   グループホーム事業者は、利用者に対してサービスを提供した日、具体的な内

容、利用者の状況等、その他必要な事項について日々記録をした上で、管理者やサ

ービス管理責任者だけでなく、定期的に利用者本人の確認を受けてください。 

なお、ここで言うサービス提供の記録とは、支援者間での引継ぎを主たる目的と

した「業務日誌」や「ケース記録」とは異なります。 

※ 業務日誌については、「1５ 記録の整備」参照 

記録内容例示 

 

 

 

 

 

４ グループホームの支援体制 

① バックアップ施設（基準第212条の２、条例第197条の２） 

 グループホームにおけるサービス提供体制の確保、夜間などにおける緊急時の

対応等のため、他の障害福祉サービス事業者など(通所施設等)関係機関との連携及

び支援の体制を確保しなければなりません。このような支援を行う施設を『バック

アップ施設』といい、緊急時等の支援体制が確立できると見込まれる施設との連携

及び支援体制を整える必要があります。緊急時の対応等については、文書を取り交

し、定めてください。 

（※遠距離の事業所、共同生活援助事業所、相談支援事業所及び居宅介護事業所な

どはバックアップ施設になじみません） 

 

② 協力医療機関（基準第212条の４、条例第198条の４） 

 グループホーム利用者の病状の急変等に備えるため、事業者はあらかじめ協力

医療機関を定めておかなければなりません。また、歯科医療機関も定めるように努

めなければなりません。これらは、できるだけグループホームから近距離にあるこ

とが望ましいです。協力内容については、文書を取り交し、定めてください。 

 なお、令和６年度報酬改定で、協力医療機関が感染症法で規定する第二種協定指

定医療機関である場合、事業者は当該第二種協定指定医療機関と、新興感染症の発

生時等の対応について協議を行わなければならないとされました。その他の場合

も、第二種協定指定医療機関と、新興感染症の発生時の対応を取り決めるよう努め

なければなりません。 

 

③ 研修への参加（基準第212条、条例第197条） 

  世話人や生活支援員について、従事にあたり基準上資格を有している必要はあり

出勤・帰寮時間、服薬の有無、食事提供の有無、通院（同行）の有無、入浴の有無、掃除・

洗濯の状況、検温等健康管理に関すること、金銭管理に関するやりとりの内容、外泊・入院の

有無、外泊・入院の場合の連絡調整内容、日中活動先・保護者・実施主体等との連絡調整内容、

相談支援内容、その日の様子、特記すべき事項 
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ませんが、利用者の安全及び安心、支援の質の向上を図るためにも、研修参加の機

会を計画的に確保してください。特に障害者支援が初めての従事者については、障

害に関する理解、権利擁護に関する理解、具体的な支援の方法（金銭管理、服薬管

理、家事・介助等）等について、従事する前に事業者による内部研修又は外部研修

を行うようにしてください。 
 

④ 他の事業所との連携（基準第212条の2、条例第198条の２） 

事業者は地域及び家庭との結びつきを重視した運営を行い、利用者が充実した

日常生活が営めるよう、区市町村や利用者の就労先、障害福祉サービス事業者等

との密接な連携、連絡調整等に努めなければなりません。 
 

⑤ 地域との連携（基準第21０条の７、条例第１９７条の７） 

事業者は、事業所が地域に開かれたものとして運営されるよう、地域住民やボ

ランティア団体等との連携・協力等、地域との交流に努めなければなりません。 

 地域住民との良好な関係の構築 

 

 

 

 

 

 

   令和６年度報酬改定に伴い、各事業所に地域連携推進会議を設置し、地域の関係者を含む

外部の目を定期的に入れる取組が義務化されました。（令和６年度から努力義務化、令和７年

度から本格義務化となります。） 

   ・構 成 員：利用者、家族、地域住民の代表者、共同生活援助の知見を有する者、区市町

村の担当者等 

・開催頻度：おおむね１年に１回以上 

・会議内容：運営状況報告、必要な要望・助言等の聴取 

・会議の開催のほか、おおむね１年に１回以上、会議の構成員が事業所内の全てのユニット

を見学する機会を設けなければならない。 

・会議の報告、要望、助言等についての記録を作成し、公表する。 

※日中サービス支援型における協議会への報告義務は、これまでと同様。 

   ※福祉サービス第三者評価を受審した年は、会議開催を省略することも可。 

※「地域連携推進会議の手引き」は、東京都障害者サービス情報書式ライブラリーC参照 

 

⑥ 親族による勤務について 

   利用者の親族がグループホームの職員として勤務することは、他の利用者や第三

者から見て公平性に欠けるととられる可能性があります。特に直接処遇（世話人、

生活支援員）職員については、利用者に対する接し方や対応に違いが生じないよう、

利用者が地域で気持ちよく過ごせるよう、近隣の方々の生活に配慮した運営をお願いします。 

・ゴミ出しルールの遵守 

・たばこなどの臭い、生活音の対策 

・駐車や駐輪の場所・時間帯の調整（配送業者含む）など 

R6 報酬改定 地域連携推進会議・見学会 
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勤務体制を含めご配慮ください。 

 

⑦ ハラスメント防止（基準第２１２条、条例第１９7条） 

事業者は、職場におけるハラスメントを防止するための方針の明確化、相談窓口

の設定、それらの職員への周知等、必要な措置を講じる必要があります。 

 

５ 衛生管理等（基準第90条、条例第90条） 

  利用者の使用する設備（トイレ、浴室、洗面設備等）や飲用に供する水について、

衛生的な管理を行ってください。例えば、タオルの使い回しを行うことがないよう

に、ペーパータオル又は利用者ごとにタオルを分けるなど工夫をしてください。 

従業者が感染源とならないように感染症対策として、使い捨てのビニール手袋、

マスクを用意し、消毒作業手順等について、保健所の助言・指導を求め、密接な連

携を確保しましょう。また、健康管理等に必要となる機械器具等（アルコール消毒

液、マスク、手袋、体温計等）の管理を適正に行う必要があります。 

   グループホーム事業者は利用者の手洗い・うがい等の励行に努め、グループホー

ム内の清潔・整理整頓を利用者と一緒に行っていく必要があります。 

また、衛生に関するマニュアルなどグループホーム事業者が守るもの、利用者が

一緒に守っていくルール等を利用者とともに作っていくことが望ましいです。 

 

令和3年度報酬改定に伴い、感染症の発生及びまん延の防止等に関する以下の取組が義務

化されました。（経過措置（準備期間）３年間を置き、令和６年度から本格義務化となります。） 

・感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（「感染対策委

員会」。幅広い職種により構成し、構成メンバーの責務・役割分担を明確にする。専門の

感染対策を担当する「感染対策担当者」を決める。）の定期的開催（概ね３か月に１回以

上）と検討内容の従業者への周知徹底 

・感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針の整備（平常時の対策及び発生

時の対応を規定する。） 

・従業者への研修の実施（年２回以上、新規採用時に必須） 

・訓練（シミュレーション）の実施（年２回以上） 

 

なお、対策検討・指針の整備の際には、以下の資料などを参考にしてください。 

・「高齢者施設・障害者施設向け 感染症対策ガイドブック」 

 https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/kansen/kansenshoguidebook.html 

   ・「障害福祉サービス事業所等における感染対策指針作成の手引き」 

    https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html 

 ・「小規模給食、ボランティア給食を始められる皆さんへ」 

  https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/shokuhin/kyoka/syoukibo.html 

 

 

 

 

 

６ 掲示物（基準第92条、条例第92条） 

住居内の見やすい場所に利用申込者等のサービスの選択に資すると認められる

以下の事項を掲示する必要があります。 

・運営規程の概要 

・従業者の勤務体制 

・協力医療機関、協力歯科医療機関 

・その他の利用者等のサービスの選択に資すると認められる重要事項 

（緊急時の連絡先、苦情相談窓口、虐待等通報窓口、事故発生時の対応、第三者

評価の実施状況、避難経路など） 

なお、運営規程や重要事項などは掲示することで家庭的な雰囲気が崩れてしまう

こともあるかと思われますので、ファイルなどに綴じて見やすい場所に設置するこ

とも可能です。ただし、緊急時の連絡先や苦情相談窓口など、利用者にとって重要

かつ掲示がないと認識自体されにくい連絡先については、見やすい場所に掲示して

ください。 

（※令和3年度より書面による設置と自由な閲覧による方法も認められています。） 

 

 

７ 虐待防止について（基準第40条の２） 

   利用者に対する虐待及び不適切な支援は、利用者の身体及び人格を傷つける行

為であるとともに、都における障害福祉サービス及びこれらを運営する法人に対

する社会的信用を大きく損なわせるものです。事業者は、利用者に対する虐待を

早期に発見して迅速かつ適切な対応をしなければなりません。虐待に関わる取組

について、以下のとおり確認･徹底してください。 

 ① 利用者の人権擁護･虐待防止のための体制 

・運営規程への定めと職員への周知 

・虐待防止の担当者を設置する等の体制整備 

・虐待防止マニュアル等の作成、通報先等掲示物の周知徹底  

 

 ② 人権意識、知識や技術向上のための研修の実施 

  ・全職種を対象とした虐待防止や人権意識を高めるための研修 

  ・障害特性を理解し適切に支援ができるような知識と技術を獲得するための研修 

  ・事例検討 

 

 ③ 虐待を防止するための取組 

  ・管理者による日常的な支援場面の把握、風通しの良い職場作り 

  ・全職種の職員に対する虐待防止マニュアルの周知徹底 

  ・全職種の職員に対する定期的な虐待防止チェックリストの実施とその活用 
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 ④ 通報義務について 

    障害者虐待(疑い含む)については、障害者虐待防止法に基づき区市町村へ通報

義務があります。必ず区市町村に通報した上で行政と連携し対応してください。 

    また、虐待を含む事故等の発生時には、障害者総合支援法に基づき、直ちに必

要な措置を講じるとともに、都に報告をしてください。 

※虐待防止については、「東京都障害者グループホーム説明会」資料６も参照 

虐待はあってはならないことです。仮に虐待についての通報や情報提供などが都になされ

た場合、被虐待者の養護最優先の視点に立ち、当該事業所及び各関係機関、保護者への聞き

取り、場合によっては警察への情報提供を行う場合もあります。さらに、当該被虐待者のみ

ならず、他の利用者等への聞き取りも行うことになります。「知らなかった」「気が付かなか

った」では済まされません。日頃から、虐待については、研修や相互チェックなどを徹底し

てください。 

特にグループホームは密室の環境下であるため、管理者・サービス管理責任者は虐待防止

対策の徹底を図るとともに、事業所の職員とともに「東京都障害者虐待防止・権利擁護研修」

を定期的に受講するようお願いします。 

  

令和3年度報酬改定に伴い、令和４年度から虐待防止・権利擁護に関する以下の取組が義務

化されました。 

・虐待防止委員会の設置・開催（年１回以上）と検討内容の従業者周知徹底 

・虐待防止等のための担当者の設置 

・従業者への研修の実施（年１回以上、新規採用時に必須） 

【虐待防止委員会の役割】 

・虐待防止のための計画づくり（虐待防止研修、労働環境・条件を確認・改善するための

実施計画作成、指針の作成） 

・虐待防止のチェックとモニタリング（虐待が起こりやすい職場環境の確認等） 

・虐待防止発生後（疑い含む）の検証と再発防止策の検討 

 

８ 秘密保持（基準第36条、条例第36条） 

   グループホーム事業者は、業務上知り得た利用者や家族の情報を漏らさないよ

うな対応が必要です。従業者や管理者であった者が業務上正当な理由なく情報を

もらすことがないよう必要な措置を講じなければなりません。 

また、他の事業者に対して、利用者や家族に関する情報を提供する場合には、あ

らかじめ文書により利用者や家族の同意を得る必要があります。 

 

９ 利益供与等の禁止（基準第38条、条例第38条） 

   グループホーム事業者は、利用者や家族、従業者、他の障害福祉サービス事業者

等から、入居に係る代償として金品その他財産上の利益を供与・収受してはなり

ません。 

 

 

 

10 苦情解決（基準第39条、条例第39条） 

   グループホーム事業者は、苦情を受付ける窓口の設置、苦情解決の体制及び手

順等、必要な措置を講じる必要があります。措置の概要を事業所に掲示し、また、

苦情を受け付けた場合は苦情の内容を記録しなければなりません。苦情はサービ

スの質の向上を図る上での重要な情報源であるという認識に立ち、対応してくだ

さい。利用者等からの苦情に関し、都や区市町村の行う調査に協力するとともに、

指導や助言を受けた場合は、これに従い必要な改善を行うことになります。 

 

11 事故防止対策（基準第40条、条例第40条） 

   グループホーム事業者は、事故等の発生を防止するため、以下のような対策を

徹底してください（事故等防止対策の徹底については資料６もご参照ください。）。 

  ・利用者に対する支援状況の確認 

・ヒヤリハット事例の分析 

・事故防止マニュアルの作成･検討 

・職員研修の実施 

 

  しかし、それでも下記のような事故等が発生した場合は、速やかに必ず行政への

報告をしてください。なお、事業者側の責任や過失の有無は問いません。 

・死亡事故 

・入院を要した事故（持病による入院等は除く） 

・（上記以外の）医療機関での治療を要する負傷や疾病を伴う事故 

・薬の誤与薬（その後の経過に関わらず、事案が発生した時点で要報告） 

・無断外出 

・感染症の発生 

・送迎車両の車内への利用者の置き去り事故 

・事件性のあるもの（職員による暴力事件等） 

・保護者や関係者とのトラブル発生が予想されるもの 

・運営上の事故の発生（不正会計処理、送迎中の交通事故、個人情報の流出等） 

・区市町村に虐待通報をした場合（通報した内容等） 

・その他特に報告の必要があると事業者が判断したもの 

 

事故報告フォーム（共同生活援助・短期入所） 

https://logoform.jp/form/tmgform/702093 

事故報告フォームに事故内容を入力してください。緊急の際は、取り急ぎ、居住

支援担当宛てに電話連絡をお願いします。東京都のほか、保護者、区市町村(実施

機関)への報告、必要に応じて警察、消防、保健所等への連絡も行ってください。 

また、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければ

なりません。なお、利用者に対して賠償すべき事故が発生した場合は損害賠償を速

やかに行わなければなりません。 
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12 業務継続計画の策定等（基準第３３条の２） 

グループホームは感染症や災害が発生した場合でも、利用者が継続してサービ

スの提供が受けられるよう、サービス提供を継続的に実施し、及び非常時の体制

での業務再開を図るための「業務継続計画」を策定しなければなりません。 

 

令和3年度の報酬改定に伴い、「業務継続計画」の策定その他の取組が義務化されました。

（経過措置３年間を置き、令和６年度から本格義務化となります。） 

・（ア）感染症に係る業務継続計画、及び（イ）災害に係る業務継続計画の策定。 

・従業者への業務継続計画の周知 

・職員の研修（年１回以上。研修実施内容を記録すること。） 

・訓練（シミュレーション）の実施（年1回以上） 

※業務継続計画の内容：（a）平時からの備え・対応（ライフライン途絶時の対策・必要品の

備蓄）、（b）緊急体制を発動させる基準や初動対応、（c）関係機関や地域との連携・情報共

有など 

※感染症に係る業務継続計画に係る研修・訓練については、感染症の予防及びまん延防止の

ための研修・訓練と一体的に実施しても差し支えありません。 

 

【厚生労働省ホームページ】 

・障害福祉サービス事業所等における業務継続ガイドライン等について 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html 

・障害福祉サービス事業所等における自然災害発生時の業務継続ガイドライン等 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17517.html 

 

 

13 身体拘束等の禁止（基準第35条の２、条例第72条） 

   障害者虐待防止法では「正当な理由なく障害者の身体を拘束すること」は身体

的虐待にあたるとされています。 

   基準では、サービス提供に当たって、利用者又は他の利用者の生命または身体

の保護のため、緊急またはやむを得ない場合を除き、身体拘束等をしてはいけな

いとされています。やむを得ず身体拘束等を行う場合は、その態様及び時間、利用

者の心身の状況、やむを得ない理由、その他必要な事項を記録しておく必要があ

ります。緊急やむを得ない場合とは、支援の工夫のみでは十分に対応できないよ

うな、一時的な事態に限定されます。緊急やむを得ず身体拘束を行う場合には、３

つの要件（切迫性、非代替性、一時性）がありますが、全てに該当する場合であっ

ても、身体拘束を行う判断は組織的かつ慎重に決定を行います。また、手続きとし

ては、①個別支援計画会議等により組織として慎重に決定すること、②個別支援

計画にも身体拘束の様態・時間・緊急やむを得ない理由の記載をすること、③上記

手続きの中で、ご家族や利用者本人に十分説明をし、了解を得ることが必要です。

詳細は「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き（令和５年

 

 

 

７月 厚生労働省 社会･援護局 障害保健福祉部 障害福祉課 地域生活･発達障害

者支援室）」をご確認ください。なお、利用者に不審なアザ等がないか職員相互で

適時適切にチェックすることも虐待防止に効果的です。 

 

令和3年度報酬改定に伴い、令和４年度から身体拘束の適正化に関する以下の取組が義務

化されました。 

・身体拘束を行う場合、その態様、時間、状況ならびに理由等の記録 

・身体拘束適正化検討委員会の設置・開催（年１回以上）、検討結果を従業者に周知徹底   

・身体拘束の適正化に関する指針の整備  

・従業者への研修の実施（年１回以上、新規採用時に必須） 

 

 

1４ 会計区分（基準第４１条、条例第41条） 

   経理は、事業所ごとに区分するとともに、グループホーム会計とその他の事業

の会計を区分しなくてはなりません。 

 

 

1５ 記録の整備（基準第75条、条例第75条） 

   事業者は従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければ

なりません。また、以下については、その提供した日から５年間は保存しなければ

なりません。 

・ 個別支援計画 

・ サービス提供記録 

※  管理者、サービス管理責任者、利用者による定期的な確認が必要です。 

※  報酬算定に必要な事項の記録がない場合、報酬返還になることがあります。 

※  利用者に係る個別･具体的な内容については、ケース記録や業務日誌等に記

載し、内部資料として従業員間で情報共有を図ってください（重要な個人情

報を含む内容になる可能性があるため、施錠管理を徹底してください）。 

・ 区市町村への通知に関わる記録 

・ 身体拘束等の記録 

・ 苦情の内容等の記録 

・ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 

なお、個別支援計画作成前に作成するフェースシート・アセスメントシートや、

個人のケース記録等は、基準上では、保存義務はありませんが、支援を行う上で大

変重要な書類となりますので、適切な管理、保存が求められます。 

また、5年を経過した記録であっても、支援上必要となる資料については、引き

続き適切に管理・保存してください。 
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１６ 事業廃止・休止に関する注意点（法第43条第4項） 

   運営上、事業所やユニットを廃止する、またはユニットの定員を減らさなけれ

ばならない場合は、十分に配慮・注意しなければなりません。 

   

① やむを得ない事情により、利用者にグループホームを退去していただく場合

には、利用者や保護者に状況等を十分に説明することが重要です。また、利用者

の転居先の確保が必要となるため、退去者の転居先をきちんと調整してください。 

 

② 補助金を利用して建物を創設や改修をしている、または備品を購入している

場合は、財産処分制限というルールがあります。これは、補助をした官公庁の長

の承認なしに建物を処分することを禁じているものです。財産処分には、補助金

等の交付の目的に反しての使用、譲渡、交換、貸し付け、担保に供する、又は取

り壊すことなどが当てはまります。 

なお、開設時・ユニット増設に、グループホームの居室として使用していた場

所を、事務室、世話人室、倉庫あるいは、短期入所など他事業に用途を変更する

ことも、財産処分制限に該当する場合があります。 

 

③ 事業所を廃止するには、廃止日の１か月前までに、事業所の廃止届を都に提

出する必要があります。なお、廃止するに当たっては、利用者の行き先の調整、

実施主体を含む関係機関との調整などについて、確認させていただきます。ケー

スによっては、廃止を決めるまでの経緯書を徴収することもありますので、事業

所を廃止するに当たっては、早い時期に都に相談することが重要です。 

  なお、休止期間は原則１年です。１年以内に再開が見込めない場合は、廃止届

を提出して下さい。 

 

・厚生労働省事務連絡「指定障害福祉サービス事業者の事業廃止（休止）に係る留

意事項等について」 

https://www.shougaifukushi.metro.tokyo.lg.jp/Lib/LibDspList.php?catid=015-008 

 

1７ 現地確認等への協力 

   都(居住支援担当)では、新規指定時やユニット増設時のみならず、虐待の疑いが

ある場合、事故が発生した場合など定期的にグループホームに伺わせていただい

ております。現地調査時には、運営についてお聞きしたり、入居者の個別支援計画

や金銭出納簿などを確認したりしますので、その際は、ご協力をお願いします。 

 なお、都では、指定基準やサービス内容(人員、設備、運営)や給付費等報酬の請

求などの適切な運営又は改善を目的として実地検査や監査を行っています。場合

によっては、行政上の処分(命令･指定取消し)などが行われることもあります。こ

のような事態にならないように、グループホーム運営事業者は、適切な運営を心

がけてください。 

 

 

 

   また、区市町村において、障害者虐待防止法に基づく調査及び住民に最も身近

な行政庁として、苦情に関する調査や指導、助言を行うため、グループホームに

伺う場合がありますので、ご協力をお願いします。 

 

1８ グループホーム事業者団体等のお知らせ 

本資料は、障害者グループホームを運営する上での指針をお示ししたものです。

しかし、実際に障害者グループホームを運営していく中で、本資料だけでは解決

できない問題が多々発生するかと思われます。 

地域によっては、自治体等主導による「グループホーム地域ネットワーク」が

構築される地域もあります。このようなネットワークが構築されている地域に所

在するグループホームは、当ネットワークへの参加をお願いします。事業内容は、

定期的に行われる運営会議や事例研修会等、電話などによる相談対応、専門スタ

ッフによるグループホーム訪問などが想定されます。 

また、同じ障害種別のグループホームを運営している法人同士で意見を交換し、

情報共有を図っていくことのできる障害者グループホームの団体があります。 

以下では、都内にある障害者グループホーム団体をご紹介します。随時会員を

募集しておりますので、ご加入をご検討ください。 

 

〇 主たる障害が知的障害 

【 社会福祉法人東京都社会福祉協議会 知的発達障害部会 生活寮･GH等ﾈｯﾄﾜｰｸ委員会 】 

 事務局：東京都社会福祉協議会福祉部 児童･障害担当 

連絡先 03-3268-7174 

 

【 東京都知的障害者グループホーム運営協議会 】 

 事務局：東京都福祉局障害者施策推進部地域生活支援課居住支援担当 

                         連絡先 03-5320-4151 

 

〇 主たる障害が精神障害 

【 東京都精神障害者共同ホーム連絡会 】 

 事務局：東京都精神障害者共同ホーム連絡会事務局 

Web https://tokyo-homeren.com（会員情報＞入会案内） 
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令和3年度報酬改定に伴い義務化されたGHでの取組み

虐待防止・権利擁護の取組み

• 虐待防止委員会の設置・年１回以上
の開催と検討内容の従業者周知

• 虐待防止等担当者の設置

• 従業者への研修の実施 年１回以上

身体拘束の適正化の取組み

• 身体拘束を行う場合、その態様、時間、状況、理由等の記録

• 対策検討委員会の年１回以上の開催・検討結果の従業者への周知

• 身体拘束の適正化に関する指針の整備

• 従業者への研修の年１回以上の実施

「業務継続計画」の策定その他の取組み

• （ア）感染症に係る業務継続計画及び（イ）災害に係る業務継続計画の策定

• 当該計画に従って、職員の研修及び訓練（シミュレーション）の年１回以上の実施

（a）平時からの備え・対応（ライフライン途絶時の対策・必要品の備蓄）

（b）緊急体制を発動させる基準や初動対応

（c）関係機関や地域との連携・情報共有等

業務継続
計画の内容

感染症の予防及びまん延の防止等の取組み

• 感染症の予防及びまん延の防止等の委員会の設置・開催と検討内容の周知（３月に１回以上）

• 感染症の予防及びまん延の防止等に関する指針の整備

• 従業者への研修の実施 年２回以上

• 訓練（シミュレーション）の実施 年２回以上

■令和４年度から義務化

■令和６年度から本格義務化 （経過措置３年）

※不適切な場合、減算あり

※対応強化に対する加算あり

※不適切な場合、減算あり
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令和6年度報酬改定に伴い義務化されたGHでの取組み

■令和７年度から本格義務化 （経過措置１年）

共同生活援助における支援の質の確保（地域との連携）

出典：厚生労働省「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容」

「地域連携推進会議の手引」
令和６年４月２４日付けで厚生
労働省より提示がありました。
東京都障害者サービス情報書式
ライブラリーＣ【障害者支援施
設・共同生活援助（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰ
ﾑ）】ﾏﾆｭｱﾙ・ﾘｰﾌﾚｯﾄ等 に掲載し
ています。
https://www.shougaifukushi.metro.tokyo.lg.jp/Lib/LibDspList.php?catid

=062-002
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【 第３章 短期入所との一体的な運営について 】 

 

１ 短期入所とは 

   短期入所とは、自宅で介護する人が病気等の場合に、短期間、夜間も含め施設等

で入浴、排せつ、食事の介護等を行うサービスです。 

入所施設に併設して行う場合やグループホーム内で短期入所を行う場合、マン

ションや一戸建て住居等を使用して短期入所を行う場合などがあります。 

 

 

２ グループホーム内で短期入所を行う 

グループホーム内に短期入所を設置して運営することができます。その場合、設

備・人員等をグループホームと共用・兼務できる場合があります。 

例えば、居室が５室あるユニットにおいて、４室をグループホームの居室とし

て、１室を短期入所の居室として使用する場合などが挙げられます。 

 

 

３ 短期入所の種類 

① 併設事業所 

   グループホームに併設され、グループホームと短期入所を一体的に運営する事

業所。居室は、専ら短期入所の用に供される居室を利用します。 

 

② 空床利用型事業所 

   グループホームにおいて、利用者に利用されてない居室を使用して短期入所サ

ービスを行う事業所。 

 

③ 単独型事業所 

   単独型事業所の基準を満たしている事業所。例えば、居室の広さは８㎡以上で

専ら短期入所の用に供される居室であること等設備基準があります。 

※ 従来、グループホームにおいて短期入所を行う場合、単独型事業所のみ可能でし

たが、平成２４年４月より、併設事業所及び空床利用型事業所として実施できる

ように改正されました。 

 

４ 設備体制（短期入所との兼用） 

   グループホームのリビング、キッチン、浴室、洗面、トイレなどを使用すること

ができます。 

 

 

 

 

５ 人員体制（短期入所との兼務） 

＜管理者＞ 

管理者は、原則として当該事業所の専従として管理業務等に従事する必要があり

ます。ただし、当該事業所の管理業務に支障がなければ、当該事業所の他の職務、

あるいは他の事業所の従業者を兼務することが可能です。 

 

＜生活支援員＞ 

グループホームの世話人や生活支援員と兼務することが可能です。その場合、グ

ループホームと短期入所の定員数を合わせた人数での職員配置が必要となります。 

※夜間などのグループホームのサービス提供時間以外は短期入所の基準での職

員配置が必要となります。 

※単独型事業所において夜間に配置している職員は、グループホームの加算の対

象となっている夜間支援員を兼務することはできません（併設型事業所の場合

は夜間支援員が兼務可能）。 

 

 

６ 窓口について 

短期入所についても、申請は東京都福祉保健財団、運営は地域生活支援課居住支

援担当が窓口となります。グループホームと同様、区市町村別に担当者を設置して

いますので、ご相談は事業所を設置しようとしている（又は設置している）区市町

村の都担当者までお願いします。 

   ※短期入所は建物ごとに全て「事業所」となり、指定申請が必要になります（「ユ

ニット」の考え方はありません）。 
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●お問合せ先● 

 

 ○お問合せの内容により、所管部署が異なります。資料３のお問い合わせ

一覧を御確認ください。 

 

 ○なお、申請、運営、制度などグループホーム全般に関する事項は以下 

の担当まで御連絡ください。 

 

≪申請に関すること≫ 

 公益財団法人東京都福祉保健財団 

 事業者支援部 障害福祉事業者指定室 

 TEL 03-6302-0286 

○個別相談も行っております。 来庁希望の場合、事前予約をお願いします。 

○受付時間 

  月曜日から金曜日（土日、祝日を除く） 

  ９：００～１２：００ １３：００～１７：００ 

 

 

≪運営・制度に関すること≫ 

  東京都福祉局障害者施策推進部地域生活支援課居住支援担当 

    ＴＥＬ  ０３－５３２０－４１５１ 

    ＦＡＸ  ０３－５３８８－１４０８ 

E-mail  S1140702@section.metro.tokyo.jp 
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